












の利活用、⑤「地域包括ケア」を支える医商工連携、という 5 つの分科会で 2 年間にわた
って具体的な検討を積み重ねてきた。 
 本プロジェクトの特徴は、第 1 に、エビデンスに基づく地域政策を志向しているところ
である。エビデンスベースの地域政策形成は地方創生の総合戦略で求められているが、本
プロジェクトでは大学の分析に基づく比較的正確な実態把握によって政策課題が抽出され
ている。第 2 に、地域の産官金学の 5 者が連携する体制で進められていることであり、七
尾市規模の自治体では類例の少ないモデルケースと考えられる。 
 2016 年 3 月の最終報告会では分科会ごとに取り組むべき課題を抽出して、いったん 2
年間の活動の総括が行われた。この場で、連携継続を望む声が各ステークホルダーから示
され、2016 年度より、抽出された政策課題をより具体的に進展させるために、5 者は連携
協定を延長し、COC の最終年度までさらに 2 年間活動継続することとなった。①海業と④
地熱の分科会については、行政の具体的な施策検討段階に入り、大学の研究者はアドバイ
ザーとして不定期に意見を求められることとになったのに対して、②観光、③6 次産業、
⑤地域包括ケアの 3 分科会は取組み課題をより具体化するために、分科会活動を継続した。 
 分科会の調査研究活動のために、七尾市からは、「平成 28 年度産業・地域活性化懇話会
に係る事業化調査研究業務委託」（代表者：佐無田光、50 万円）が本学に委ねられた。地
域政策研究センターでは、COC 事業に協力する形で、3 つの分科会のうち、西村茂法学系
教授が今年度から横山教授の担当を引き継ぐ形で第 5 分科会に、佐無田が第 3 分科会に関
わってきた（残る第 2 分科会の座長は理工系の高山純一教授である）。2017 年 3 月 16 日
に本年度の七尾市産業・地域活性化懇話会の全体会報告会が行われた。そのときの報告内
容をもとに、今年度の活動記録を簡単にまとめておきたい。 
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Ⅳ　地域資源グループの調査・研究活動とその成果
今年度は試験販売を実施し、③から④へと進む段階へと来た。 






 今年度は、まず 1 つの魚種からどの程度の販売量を見込めるか検証するということで、
柱となる地域の特性を活かした名物商品として、「能登ふぐ」に焦点を当てた。現状では、





 第 5 分科会では、高齢者の買い物支援の取り組みを行っている（本センターでは、行政
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